
第３回地方整備局等との意見交換会 要望事項

１．元請倒産時における下請代金の支払いの確保、下請代金支払いの適正化等について

意見交換会における要望項目 本省・整備局 備　　　　考

①下請ボンドの導入を含む新たな保証制度の構築
本省、関東、中部、九州、東北、
近畿、北陸、中国

②建設業法第31条の規定に基づく「下請代金支払状況等立入調査」の調査結果の
概要並びにこれに基づく改善指導の実施状況の公表

本省、関東、中部、九州、東北、
近畿、北陸、中国

③下請代金の支払いに関し、少なくとも労務費相当分については、現金払いと
し、さらに、手形決済期間についても最長120日以内で出来るだけ短い期間とす
るよう元請業者への指導の徹底

関東、中部、九州、中国

④着工前の契約締結の指導徹底 中国

⑤追加工事に対する適正な支払いについての元請業者への指導 東北、中国

各団体からの主な意見 団　　体　　名

・諸外国では、下請会社保護の制度が確立されているので、我が国でも下請会社
の保護制度の策定を

全国建設室内工事業協会

・ゼネコン倒産時の専門工事業者の救済措置として、専門工事業者が下請に支払
う労務費に対して国の補助を得られる制度の整備を

日本建設大工工事業協会

・下請契約における代金支払いの適正化を（支払い決済条件等について） 全国基礎工業協同組合連合会等

・リサイクル費用について、直接処理等を行った業者に対し、発注者から直接支
払う方式の検討を

日本建設大工工事業協会

・米国等では、下請法等によって「発注者による下請代金直接支払い制度」が確
立されているので、我が国でも検討を行い、新たな保証制度の構築を

全国建設室内工事業協会関東支部等

・地方整備局における立ち入り調査結果の概要等の公表、調査の徹底実施 日本建築大工工事業協会埼玉支部等

・現金20％、手形80％の支払が一般的であり、手形期日も支払日起算で７０～１
７０日となっている等の実態を排し、下請け代金適正化を

東日本基礎工業組合等

・ゼネコン倒産時の救済措置として、専門工事業者が下請けに払う労務費に対す
る補助制度の整備を

日本建設大工工事業協会埼玉支部

・大手ゼネコンの一部では、未契約のまま着工させて契約の締結を引き伸ばし、
後日大幅な値引きを要求する場合があり、着工前の契約締結の指導を

全国防水工事業協会中国支部

・施行時に設計変更が行われた場合等の追加工事については、予算計上されてい
ない等の理由で支払いを止められたり大幅カットされる。（追加工事は通常契約
金の２０～５０％の範囲で発生）

日本左官業組合連合会東北ブロック
会、同連合会中国ブロック会

追加工事の内容
①型枠工事の精度の悪さによる駆体補修工事
②施工中発生する業種間の谷間にあたる工事
③その他

・建設産業廃棄物処理費の一方的下請負担の是正等
日本塗装工業会中部地域ブロック協議
会、鹿児島県タイル工業協同組合等

・公共工事の前渡金の配分を
全国鐵構工業協会九州支部、近畿建設
駆体工業協同組合

２．適正価格による発注の指導と施工体制台帳の活用について 　

意見交換会における要望項目 本省・整備局 備　　　　考

①「予定価格積算内訳の工種別金額」、「請負代金内訳書」及び「施工体制台帳
に添付されている下請請負代金」の活用を通じた施工体制チェックの積極的な推
進。

本省、関東、中部、九州、東北、近
畿、北陸

②低入札価格調査制度の適用状況及びこれに基づく措置状況の公表 本省、関東、中部、東北、近畿、北陸

③「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」におい
て、毎年度公表することになっている各発注者の取組み状況についての調査結果
の概要と改善要請状況の公表。

本省

④丸投げなど不正行為点検の強化策として、通称「施工体制Gメン」を活用した
不良・不適格業者の排除の徹底。

本省、関東、中部、九州、東北、
近畿、北陸

各団体からの主な意見 団　　体　　名

・施行体制台帳の活用による請負代金の適正化を 全国鐵構工業協会

・公共工事の不当なダンピング防止のため、元請・下請契約のチェックの強化を 日本建設大工工事業協会

・一括下請負の取り締まりを 東日本基礎工業協同組合　

・ダンピング受注のしわ寄せを専門工事業が受けることのないように適正な単価
での発注をゼネコンに指導

愛知県鉄筋業協同組合等

・原価に対応した単価での受注ができるよう元請業者に対する行政指導を 日本建設大工工事業協会新潟県支部



３．CM方式等多様な発注方式の推進等について

意見交換会における要望項目 本省・整備局 備　　　　考

①「ＣＭ方式活用ガイドライン」を踏まえたＣＭ方式導入促進の積極的な取組
み。

本省、近畿、中国

②国土交通省直轄工事で実施されているＣＭ活用方式による試行工事の内容並び
に評価検討結果の概要の公表。

本省、関東、中部、近畿、北陸

③国土交通省直轄工事の公共建築におけるＣＭ活用方式によるモデル事業の早期
実施

本省、関東、中部、九州、近畿、北
陸、中国

④土木工事を含む多種多様な工事における、より一層の分離発注の推進
本省、関東、中部、九州、近畿、北
陸、中国

⑤専門工事業版経営事項審査制度の創設 本省

各団体からの主な意見 団　　体　　名

・分離発注、ＣＭ方式等の発注方式の推進を 全国鐵構工業協会等

・アンカー工事の専門業者への直接発注を 日本アンカー協会

・地方整備局でＣＭ活用方式による試行工事を実施しているが、試行工事の内容
及び評価検討結果の公表を

全国鐵構工業協会　中部支部等

・ＣＭ方式導入についての今後の方針等 愛知県左官業共同組合連合会等
・分離発注可能な業種には分離発注の促進を 愛知県鉄筋業協同組合等
・アンカー工事の専門業者への直接発注を 日本アンカー協会九州支部
・専門性や技術力等を重視した指名基準を 日本造園組合連合会佐賀県支部

４．技能労働者の育成・確保と雇用労働条件の改善等について

意見交換会における要望項目 本省・整備局 備　　　　考

①法定福利費の事業主負担等、下請に係る現場管理費の計上や別枠支給の実現な
ど、積算体系の見直し

本省、九州、東北、近畿

②賃金台帳ほか多数の書類提出が求められて事業主負担が過大となっている「公
共事業労務費調査」の調査方法の改善

本省

③厚生労働省と国土交通省のより一層の連携強化による人材の育成・確保などを
通じた新たな建設産業ビジョンの策定

本省

④地方整備局と都道府県労働局との一層の連携強化
関東、中部、九州、東北、
近畿、北陸、中国

⑤基幹技能者など各種技能士の公的な評価及び現場での常駐等、制度的な活用を 関東、中部、九州、北陸、中国

⑥発注者や元請などを含めた建設産業全体の問題として検討を 九州、東北、近畿、北陸

各団体からの主な意見 団　　体　　名

・法定福利厚生費の別枠支給の確立を 全国鉄筋工事業協会

・従業員を雇用するための経費を含めた「公共工事設計労務単価」に 日本左官業組合連合会

・法定福利厚生費の別枠支給の確立を 岐阜県鉄筋組合、九州鉄筋業組合

・若年労働者等の育成に対する支援を 愛知県左官業共同組合連合会等

・現場管理費の計上や別枠支給の実現を 九州建設専門業団体連合会 

・基幹技能者について、現場での常駐、経審への適正な反映等の制度的活用を 日本造園組合連合会埼玉支部等

福島県：県発注の建築・設備工事
（250万円以上）に1級技能士の常駐
義務付

鳥取県：植裁工事に１・２級造園技
能士の常駐義務付け

・施行単価が低く経営を圧迫しているため、実情を調査し適正な単価の採用を 九州建設専門業団体連合会等

・労務単価の構成内容の見直し 日本左官業組合連合会中国ブロック



５．その他

意見交換会における要望項目 本省・整備局 備　　　　考

①専門性を重視した指名基準の導入について 東北

②建設関連業のJV制度の導入について 近畿

③市場価格制度の弾力的な運用について 北陸

各団体からの主な意見 団　　体　　名

・優秀な技能者のマイスター制度の創設 日本左官業組合連合会

・技術者の現場専任制の義務付けの見直し 全国道路標識・標示業協会

・専門性や技術、技能力、実績を重視した指名基準に
全国鐵構工業協会東北支部、日本造園
組合連合会北陸地区

・複数業種によるＪＶ（設計企業体）制度の導入を 関西地質調査業協会

・発注者や元請などを含めた建設産業全体の問題として対策を 関西鉄筋工業協同組合

・１、２級技能検定試験の受験資格に達するまでの期間の短縮について 関西鉄筋工業協同組合　

・優秀な技能者のマイスター制度の創設 大阪府左官工業組合

・原価に対応した単価での受注ができるよう元請業者に対する行政指導を 日本建設大工工事業協会新潟県支部

・土木建築工事積算基準に関し、工法及び適用範囲の拡大を 東日本基礎工業協同組合　

・設計図書に左官塗り壁の仕上げ工事の採用を 日本左官業組合連合会関東ブロック会

・断熱工事を資格者による責任施工に 東北ウレタン断熱協会

・性能評価認定工場のみが鉄骨製作をできる仕組み作りを 全国鐵構工業協会東北支部

・平成14年度にも経営革新緊急促進事業（補助事業）の実施を 全国室内工事業協会関西支部

・地方公共団体発注工事における低価額入札改善を 近畿マスチック事業協同組合

・公共工事及び公共に準じる工事への左官仕上げ採用を 京都府左官業組合連合会

・経審の評価に維持管理作業を認めてほしい 日本造園組合連合会佐賀県支部等

・道路標識工事等の小規模年間維持工事における発注基準の見直し 全国道路標識・標示業協会中国支部

・技能士を経審の評価対象とし、労務単価に反映を、また経審の対象となる1級
の資格については試験を年2回に

日本塗装工業会中国支部連絡会

・設備工事の一式認定の推進を 日本空調衛生工事業協会中国支部


